
『障害者差別解消法』は障がいの有無によって分け隔てられるこ

となく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の

実現を目的に、また『改正障害者雇用促進法』は障がいのある方

が尊厳を持って生活し、学び、働くことができる社会の実現を目

的に平成２８年４月に施行されています。 

 セミナーでは『障害者差別解消法』の狙いと、企業の努力義務

とされる「合理的配慮」を理解し、障がい者の雇用による人材活

用や、バリアフリーなどによる環境・サービスの向上で持続的な

事業の成長機会を探ります。 

2017年3月13日（月） 

参加申し込み 

■裏面の「参加申込書」にご記入の上、FAXで申し込んでください。 

■セミナーの参加費は無料です。       

主 催 

■京都弁護士会  

■日本CSR普及協会 近畿支部 

■京都障害者雇用企業サポートセンター  

■京都CSR推進協議会（CSR京都） 
  〔構成団体〕京都経営者協会、公益社団法人京都工業会、公益財団法人京都高度技術研究所、 
          京都商工会議所、京都中小企業家同友会、京都府中小企業団体中央会、社会福祉法人京都府社会福祉協議会、   
          CSRプラットフォーム京都、公益財団法人京都産業21、京都市、京都府(50音順) 

京都弁護士会 
日本CSR普及協会 

近畿支部 

CSR京都 

CSR 

オープンセミナー 

お問合せ先 

京都CSR推進協議会 事務局  TEL 075-366-5335 Email info@csr-kyoto.net     

障がいのある人々への  合理的配慮とは！ 
 

～『障害者差別解消法』と企業が行うべき対応～ 

京都商工会議所 ２階 第１～３教室 

     （地下鉄丸太町駅下車） 

日  時 

会  場 

プログラム 

（開場 13時30分） 14時～17時 

参加費
無料 

京都障害者雇用企業 
サポートセンター 

＜講演＞ 
□ 『障害者差別解消法』を読み解く 
 

民谷 渉氏 弁護士法人つくし法律事務所所属 

高齢者・障害者支援、貧困対策に深い知見を持つ 

＜講演＞ 
□ 障がい者雇用の方策と活用の事例 
 

 

＜事例紹介＞ 

□ 障害のある人と働く場づくり ～企業の視点から～ 

□ 地域に必要とされる店づくり ～障害者とともに～ 

□ 障がい者雇用で職場の仕組みづくり 

谷垣 信也氏 京都障害者雇用企業サポートセンター 

           企業支援アドバイザー 

オムロン京都太陽株式会社前社長として、障がい者雇用
に深い経験を持つ 

 

山田 正志氏 有限会社山田木工所  専務取締役 

土井 善子氏 有限会社思風都 取締役会長         

山田 裕氏   株式会社アクス  代表取締役 

※ 終了後、交流会があります     

 （裏面参照） 



ＣＳＲ京都 オープンセミナー  

障がいのある人々への 合理的配慮とは！ 
   ～『障害者差別解消法』 と企業が行うべき対応～ 

 
□日時： 2017年３月１３日（月） 14時～１７時   （開場 13時30分） 
□場所： 京都商工会議所（地下鉄丸太町駅下車） ２階  第１～３教室 

      …………………………………………………………………………………………………………………… 

□申込み先：京都弁護士会 相談・窓口課 担当：河原宛   ＦＡＸ：０７５－２３１－２３７３ 
□申込期限：３月９日（金） 

■講 演（14時～17時） 
 

  ・ 参加   （○印をつけてください） 

  
■参加者交流会（17時～18時すぎ）  
 ご参加の企業と弁護士の懇親会です。コーヒー、お菓子などをご用意します。 
 講演に参加される方は交流会の参加についてもご回答ください。 
 参加費： ５００円 

 

  ・ 参加      ・ 不参加   （○印をつけてください） 

   
お名前：               所属：                                ：  
                 
電話番号：             メールアドレス：                         ：                    
 
※ いただいた個人情報は、本セミナーの実施、今後主催団体が開催する研修・セミナーのご案内等、関
連する事業のためにのみ使用します。 

※ この用紙を切り取らずにＦＡＸしてください。受付できなかった場合にのみご連絡します。 

参加申込書 

■京都弁護士会について 
 京都弁護士会は、基本的人権の擁護と社会正義の実現のために様々な活動を行っております。 

■日本CSR普及協会 近畿支部について  
 日本CSR普及協会は、CSR経営の普及を通じて経済界と法曹界をつなぎ、情報の提供、交流会の開催、
セミナーの実施などにより、CSR経営の実践をサポートすることを目的として、弁護士を中心に2008年
11月に設立されました。北海道から九州まで各地域支部があり、近畿支部は近畿弁護士会連合会の弁護
士と企業会員によって構成されています。 

■京都障害者雇用企業サポートセンターについて  
 京都障害者雇用企業サポートセンターは、京都府内の企業等の障害者雇用を推進するため、障害のある方に

適した仕事の創出、雇用管理、各種助成制度に関する提案やアドバイスなどを総合的に行い、障害者の更なる

雇用拡大及び職場定着を促進するためのセンターです。専門スタッフの他、障害者の雇用経験、就労支援等の

経験がある京都府内の特例子会社や福祉関係者による「実践アドバイザー」も、各企業をサポートします。 

■京都CSR推進協議会（CSR京都）について 
 京都CSR推進協議会（CSR京都）は、①中小企業や小規模事業者のCSR（企業の社会的責任）の取り組みを

促進・支援すること、②地域力の向上と地域の社会的課題の解決に資することを目的に、京都の経済団体や中

間支援組織、行政が協力して2011年4月に発足し、CSR取り組みレポートの作成やセミナーなどを通じて会員

企業に具体的な支援を行っています。 


